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1.はじめに 

 

阪神・淡路大震災以降、実践的な災害対応

能力の向上を図るため、図上訓練の実施が

重要視されるようになり、平成 15 年の中央

防災会議:防災に関する人材の育成・活用に

関する報告書 1)においても、図上訓練の実

施及び普及の推進が推奨されている。しか

しながら、災害対応の最前線となる市町村

において、図上訓練は必ずしも普及が進ん

でいるとは言えない。 

市町村で実施されている図上訓練のほと

んどは、シナリオ等の作成を専門家やコン

サルタントなどが担っており、市町村の企

画参加型となっていないため、訓練ノウハ

ウ、訓練の企画準備過程から実施、評価検証

に至る資料が市町村に還元されないでいる。

市町村における図上訓練の継続実施を考え

れば、市町村自身で図上訓練を企画・実施す

ることが必要不可欠であるが、一般的に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①市町村には図上訓練のノウハウがない。 

②中小の市町村の防災担当職員は 1 名だ

け、もしくは他の業務との兼務の所も

多い。 

などの理由から、市町村自身で図上訓練

の企画実施を行うことは極めて難しい現状

にある。 

①に対しては、訓練に必要なノウハウを

マニュアルの中に取り込んでいく方法が有

効であろう。これは、図上訓練に関する専門

家の数が限られることや、市町村として最

低限習得すべき内容を把握できることを考

慮しても、その有効性が伺えるが、市町村を

対象とした図上訓練のノウハウは、これま

で系統だった整理が十分になされておらず、

習得方法も確立されていないのが実情であ

った。 

②については、市町村において防災業務

以外の平常時業務を抱える中で、どのよう

な業務形態をとれば訓練の企画準備を行う

ことができるのか、という図上訓練の取り
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組み方を確立しなければ、現実問題として

市町村が図上訓練を実施することは期待で

きない。 

このようなことから、消防科学総合セン

ターは、平成 15 年度から消防庁の受託研究

により、「地方公共団体の図上型防災訓練の

実施要領の作成に関する調査研究」2)に着手

し、図上訓練の実施状況調査を踏まえ、訓練

手法を整理し、図上訓練実施要領(マニュア

ル)を作成した。その一環として、平成 17 年

度及び 18 年度にかけ、計 4市町村で図上シ

ミュレーション訓練の企画実施のケース・

スタディを行った。また、消防科学総合セン

ターが平成18年度から開始した市町村防災

研修事業 3)の中で「図上訓体験出前研修(市

町村図上訓練推進モデル事業)」を実施して

おり、全国の都道府県を通じて、図上訓練の

企画実施を希望する市町村を募り、8市町村

において、図上シミュレーション訓練の企

画実施の運営支援を行った。本稿では、これ

らの市町村における事例を取り上げる。 

 

 

2.センターが実施する図上訓練の実施概要 

 

実技の体得を目的とする「実働型訓練」に

対して、図上訓練は、主に災害イメージの習

得や災害時の状況予測や判断など、意思決

定能力の向上を目的とすることが主な特徴

である。その中でも、図上シミュレーション

訓練は、実際の災害時に近い場面を設定し、

訓練参加者(プレイヤー)がそれぞれの役割

で災害を模擬体験し、意思決定などの対処

活動を図上で行う。訓練のねらいや参加者

の構成、状況付与の手段等によって、進め方

は異なるが、ここで取り上げる図上シミュ

レーション訓練は、市町村の災害対策本部

構成員を対象に、市町村の防災体制を包括

的に点検することにねらいが置かれるほか、

以下の特徴を持っている。 

① 市町村長をはじめ幹部が参加するト

ップの意思決定及び検証にねらいを

置いた訓練。 

② 緊急記者会見を組み込み、報道機関

との連携、市民へのメッセージ発信等

の対応の重要性を確認できる訓練。 

③ 多種多様な状況付与手段を活用し、

より現実に近い活動環境を再現し、電

話、FAX など、多様な手段を活用し実

施される訓練。 

④ 多数の関係機関の参加のもと、双方

向の情報交換を導入した訓練(市町村

の災害対策本部以外に、消防、警察、

気象台、報道機関などの関係機関の要

員役も数多く配置することにより、コ

ントローラがプレイヤーに情報を付

与するだけでなく、プレイヤーの判断、

意思決定などに応じて、「双方向的」情

報交換が可能となる。 
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3.市町村担当職員による訓練の企画実施 

 

市町村が図上訓練を企画実施する場合、

主に、以下の 4つの条件が必要とされる。 

①図上訓練の実施方法を理解している。 

②災害対策本部の業務を熟知している。 

③訓練のための被害想定ができる。 

④想定災害における社会状況を想定でき

る。 

しかし、現状ではこれらの条件を満たす

ことは困難と考え、以下の方法により市町

村の担当職員による訓練の企画実施を支援

することにした。 

(1)事前研修の実施 

市町村が容易に図上訓練の企画実施に取

り組めるよう、訓練に関する基礎知識の習

得を目的とした市町村企画・運営担当者研

修(1 団体あたり 2名、計 20 名)を消防科学

総合センターにおいて平成 18 年 7月及び 9

月の 2 回に分けて実施した。研修プログラ

ムの概要を表 1に示す。 

 

(2)訓練資料作成のためのサンプルの提示 

訓練の企画準備にあたって、作成すべき

資料のリスト及びそれぞれのサンプル資料

を市町村の担当者に提示した。 

(3)訓練の企画実施方法などの助言 

訓練課題の設定(表 2 参照)、被害想定、

シナリオ作成など市町村から寄せられた訓

練の企画実施に関する質疑などに応じる支

援体制を講じた。 

(4)訓練実施における支援チームの投入 

当日の訓練実施では、市町村職員は基本

的にプ 1/イヤーとして参加するが、ノウハ

ウを習得できるよう、企画担当者をはじめ

とする数名の市町村職員をコントローラに

も配置するように配慮した。 

消防科学総合センターからの支援チーム

は、コントローラとして、主に「訓練の進行

管理」及び補助的な「状況付与」を行った。

なお、基本的な訓練スケジュールは、表 3に

例示するとおり。 

(5)訓練の評価検証 

訓練の効果を検証するため、以下の①～

③の方法により評価・検証作業を行った。 

検証結果には、実際の災害時に発生する

対応上の問題点や齪齪にきわめて似通った

ものが含まれており、訓練の本来目的であ

る防災対策の包括的点検は、概ね達成でき

たと評価できよう。 

①検討会の開催:訓練終了時に訓練参加

者が訓練における対応状況について

議論し、意見交換 

②アンケート調査:訓練終了後アンケー

ト調査票を用い、参加者各自の評価結

果を記入 

③対応記録の整理分析:訓練における主

な災害対応行動を記録した資料を整

理・分析 
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4.訓練結果の分析と考察 

 

(1)図上訓練ノウハウの習得方法 

上記の検証結果から、今回実施した訓練

では、市町村担当者は図上シミュレーショ

ン訓練のノウハウを概ね習得できたといえ

る。すなわち、「事前研修の実施」「サンプル

資料の提示」「訓練方法の助言」などの提案 

 

方法が有効であったと考えられる。一方、訓

練方法の問題点を把握するため、各市町村

の担当職員に対し「訓練における状況付与、

訓練の進め方等」について意見を求めたが、

その結果は、以下のようにまとめられる。 
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ア 事前研修 

①訓練の進め方の実習がなかったため全

体のイメージをつかめなかった。 

②企画準備実施の手順の提示が不足した。 

イ サンプル資料 

① サンプル資料を参考にしすぎて、本

町の実情にそぐわないところがあっ

た。 

② 被害はサンプル資料を参考にして想

定したが、本町の実際にあり得ない状

況想定等は混乱を招いた。 

③ 災害対応の実際との差がみられた。 

例えば、・状況付与の中で、災害の発生情 

 

 

報は入ってくるが、経過情報が省かれて

いた。 

・現場の状況が不足したため、具体的な

指示が出せなかった。 

・情報連絡→現地確認→報告→対策など

の一連の流れが見えず、関係機関への

報告に終始したところがあった。 

ウ 訓練方法の助言 

① 消防科学総合センターからの助言以

外に、先行して訓練を実施した市町村

担当者からの話と資料も大いに役に

立った。 
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② 市町村同士が情報を共有できるよう

になれば、作業中のつまずきも少なく

なるかと思う。 

エ 訓練実施における支援 

① 町のみではコントローラの役割が難

しいが、外部機関による担当の代行は、

市町村の実情の理解が十分でないと

いう問題がある。 

② コントローラの役割も本来町で対応

すべき。 

 

 

 

オ 訓練の評価・検証 

① 評価・検証のポイントについては、町

職員のみではなかなか難しい。 

② 第三者機関の目からの評価が不可欠。 

以上の問題を改善することにより、今後

より効果的に図上訓練ノウハウの習得が図

れると考えられる。また、これらの方法で得

られた図上訓練ノウハウを体系化し、マニ

ュアルの中に取り込んでいくことが、持続

可能な図上訓練の企画実施につながるもの 
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と考える。 

(2)図上訓練の取り組み方 

市町村の担当職員に対し、i)「訓練の企画

実施過程及びその過程において特に苦慮し

た点」、ii)「今後、独自の図上訓練の継続的

実施の意向」等について調査した。回答の結

果を以下にまとめる。 

ア 訓練の企画実施過程及び苦慮した点 

① 手順:実施プロセスの一例を図1に示

す。 

この中で、「訓練参加者の編成」「被

害想定」「状況付与スケジュールの設

定」及び「関係機関との協議」が最も

苦慮した作業内容であった。また平均

的に、訓練企画から実施まで概ね 2～

3ヶ月の時間を要したことが分かった。 

②  人員体制:各市町村における訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の担当職員数としては、2 名(9 市町

村)、1名(1 市町村)であった。また、

このような人員体制では負担が大き

く、訓練内容の検討にも限界を感じ

たとの意見が多く挙げられた。 

③ 平常時業務との兼ね合い状況:すべ

ての市町村においては、通常業務を兼

ねて訓練の企画実施を行ったが、基本

的に日中に平常業務、休日・夜間に訓

練資料を作成した例が多い。このこと

からも、今回の図上訓練の準備方法は、

時間的・労力的負担が少なくなかった

ことが伺える。 

イ 今後の独自の図上訓練継続的実施の意

向 

今回の経験を通じて、①「今後このような

訓練を独自で継続的に実施していく予定は 
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あるか」、②「どのように継続していくか」、

③「この種の図上訓練を継続的に実施して

いくには、特に重要なポイントとは何か」に

ついて、市町村の担当者に意見を求めた。結

果を以下のようにまとめる。 

① 継続実施の意向:"今後も継続して実

施したい"と答えたのは全員であった。

その内"年1回くらい実施したい"と答

えたのは 10 人中の 5 人(以後 5/10 と

表記)であった。 

② どのように継続していくか二"今回

のような大規模な訓練を行うことは、

時間と労力的にかなり難しい、的を絞

った小規模な訓練を継続的に実施し

ていきたい"が 5/10、"その他"(例えば、 

"地震だけでなく、風水害、武力攻撃事

態などを対象とした訓練を実施して

いきたい"等 k)が 5/10 であった。 

③ 継続的実施における重要ポイント: 

(i)意欲(防災意識)の問題: 

・担当者の意欲次第で実施できるかが決

まる。 

・普段の防災研修会や講話から参加者全

員の防災意識の高揚を図る必要があ

る。 

(ii)図上訓練ノウハウの理解 

・担当者がノウハウを理解することが最

重要。 
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(iii)手間のかからないこと 

・1回の訓練だけでは、まだまだ理解不足。 

・準備までの作業効率の向上が一番の課

題。 

(iv)動機付け 

・第 3 機関が関与することにより訓練は

成り立つかもしれない。 

 

 

5.まとめ 

 

消防科学総合センターが運営してきた図

上訓練の企画実施の事例から、市町村にお

ける図上訓練の実施経過を検討するととも

に、「図上訓練ノウハウの習得方法」及び「市

町村に適した図上訓練の取り組み方」につ

いて考察した結果を以下に整理する。 

図上訓練の実施普及は、訓練の実施主体

である市町村の「防災意識・動機付け」「図

上訓練ノウハウ不足等の解消」「体制確保」

に集約できる。 

「防災意識・動機付け」には、災害認識・

経験蓄積、防災教育、情報提供などの様々な

側面の要素が含まれる。このことは、防災に

おける共通課題でもある。 

「図上訓練ノウハウ不足等の解消」につ

いては、市町村の担当職員が訓練を通じて

概ね習得できたノウハウ要素と指摘された

問題点をあわせて体系化することで、より

効果的な図上訓練ノウハウの習得方法を確

立できるものと考える。 

多くの市町村では、1～2名の担当者が平

常時業務をこなしながら訓練を企画準備し

てきたが、時問的・人員的負担は少なくなか

った。事前研修プログラムの不備や提供素

材等のサンプル資料の問題の他に、取り組

んだ訓練の規模がやや大きかったことなど

が指摘された。 

今後、市町村における図上訓練の実施普

及を図っていくには、今回の訓練事例を整

理して得られた成果及び問題点・課題を踏

まえ、図上訓練の研修プログラムを再構築

し、継続してその有効性の検証を行うとと

もに、マニュアル構築に向けて、図上訓練の

ノウハウ要素を体系化していく必要がある。 

また、市町村を取り巻く状況を踏まえて、

市町村の実情(人員体制、時間、経験など)を

踏まえ、地域特性・規模に応じて図上訓練を

実施できるようマニュアルを構築していく

ことが不可欠である。 
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